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三重大学大学院工学研究科 研究科長 武 田 保雄

三重大学工学部 ･ 工学研究科技術職員による技術発表会と技術講習会も 1 5 回を数え ､ 他部局や他大学

からの参加も得てますます発展して いるの は大変喜ばしく､ 技術職員の皆さんの絶え間な い努力 に敬意を表し

たいと思います. 平成 1 6 年度から､ 三重大学も他の 国立大学とともに国立大学法人となりました. 混乱の時期

の つ ね ､ 事情がよく分からないままに工学部も生き残りをかけて ,

一

期目終了時に高い 評価を得る べく､ とにか

く出来るだけの ことをやろうと努力してきました( 効果の ほどはよくわからない の ですが) ｡ こ の 間の 技術部の活

動は､ まさにその 努力を充分に分かち合うもの でした｡ 技術部 の活 動がますます広範囲にわたる様になり, そ

の役割も工 学部に限らず ､ 大学全体にとっ ても年々 重要にな っ てきました のは大変頼もしい 限りです｡

｢ 技術部長として何か前書きを｣ と技術長の市川さんが依頼してこられたとき､ 参考にと前学部長の森野先

生
､
加藤先生 の 11 回から 1 4 回 の 前書き原稿を添えて下さいました｡ 法人化をひかえ新しい教育研 究活動の

展 開や , 将来構想を基にした工 学部 の発展には､ 技術職員による支援が是非必要でということ､ そ のためには

技術部組織の実質化と技術職員各人 の 専門職能の ブラッシ ュ ア ップに鋭意取り組んで欲しい ､
というの が森野

先生 の希望でした｡ そ の 後､ 法人化がスタ ー トし
､ 技術部の 新組織化と業務運営の 改革を基に｢ 5 0 % 全体サ

ー

ビ ス｣ が始まりました｡ 工 学部技術部は法人化を前向きに捕らえて前進 する姿勢を保ち続けてきました｡ 例えば ､

労働安全衛生法の 適用を踏まえ､ 全学に対して の 作業環境測定を工 学部技術部が引き受ける べく作業環境

測定士 の 資格を取得したこと､ 全学組織として作業環境測定室を設置させ ､ 学生を含む職員 の安全衛生の 確

保に多大な貢献をしたこと､ 定期的な巡視活動による安全衛生 の課題 認識とその 改善ができる体制作りに中

心とな っ て係わ っ たことなど､ 加藤先生 は技術職員 の活 動を大 い に評価されて います｡ 私も同感で ､
ほ かにも

いろい ろあるでしょうが ､ 特にこれ以上付け加えることはしません ｡

1 8 年 4 月から､ 工学部は いわゆる重点化を文科省から認 められ ､ 教員組織は大学院工学研究科に移

ることになりました｡ 1 9 年度からはそ の実質化の 第
一

歩として ､ 教育研究体制を少し変更することになります｡

専攻を横糸としますと､ 縦糸として専門の近 い教員グル
ー

プがそれぞれ専攻をまたが った研究分野を形成し､

それらが絡まっ た形でさらに有機的に教育と研究を進めることになります｡ 重点化が認められた事は, 三重大

学工学研究科も
-

応は研究大学院としてや っ て いくことを認 めてもらっ たことになります｡ ただその 後の評価は､

当たり前ですが ､ 教職員 一

人
一

人 の 努力と研鎮 の｢ 総和｣ として 現れてきます｡ どんな奇抜な組織改革やプ ロ

ジ ェクトを組んでも､ 結局は個人 の 当たり前の 努力がなければ成功しません｡ こ の ことは特に教員に当て はまる

ことで はありますが ､
こ の 改革を成功させるには技術職員 の皆さん 一

人
一

人 の ご協力が是非とも必要となります｡

技術部のなお
一

層 の 教育研究に対する支援をお願 い い たします｡

技術職員の 皆様 - の 私 の 希望ですが ､
お

一

人お
一

人
､ 絶えず｢ 前向きな意欲｣ を持ち続け､ 目 の前の 問

題に対処して い っ て欲しいということです｡ 技術部が組織化され ､ 自己点検 ･評価 のシ ステ ムもできあがり､ グ ル

ー プ形成も確立して学部 ･ 研究科に対するサ ー ビ ス体制も整 いました｡ ただ ､
それがうまく機能するかどうかは ､

どんな場合もやはり構成員の 前向きな姿勢と進歩しようとする努力 にかか っ て いると言えるでしょう｡ そ の ための

支援は出来うる限り行っ て行きたいと思います｡

最後に ､ 技術部が今後ますます発展 され る こと を期待すると共に ､
これか らも技術部の 活動にご

協力い ただきますよう ､
工学研究科 の教職員各位にお願 い申 し上げます｡

平成 1 9 年 1 月


